
 地方消費者行政の推進に向けた取り組み  

〇高齢者の見守り活動の充実 

 ・独居高齢者、認知症高齢者は、「被害に遭ってること自体に気づいてない」、「被害に遭っても一人で抱え込んでしまう」傾向があり、高

齢化の加速、単身世帯が今後さらに増加する中、相談を待っているだけでは、被害が埋もれてしまうケースが拡大する恐れがある。 

・R８年度の国の交付金メニューに新たに追加され、見守りネットワークの実効性向上のため、相談員が地域に出向いてネットワーク構成

員へ情報提供を実施したり、消費者トラブルの背後にある様々な課題の解決に向けた消費生活センターと福祉部局等関係機関との連携強

化を図ることとされた。 
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